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 マスタープランから戦略（プログラム付き実施計画）へ
従来 総合交通計画に 将来像を明確にし 当面重視すべき目標を定め そ 実現に必要とな

１．都市・地域総合交通戦略導入の意義

→従来の総合交通計画について、将来像を明確にし、当面重視すべき目標を定め、その実現に必要とな
る具体的な実行方策を取りまとめるとともに、時間を区切って施策・事業を実施する戦略へ

 都市・地域総合交通戦略がより実効性の高い計画とするため、関係施策・事業との連携及び継続性を重
視した 施策 事業の組み合わせにより 機動的な展開が可能となる戦略を構築視した、施策・事業の組み合わせにより、機動的な展開が可能となる戦略を構築

プ
・・・○○市 都市計画 総合交通 福祉総合計画

これまでの都市交通関係調査の進め方 関係施策・事業との連携を重視した戦略調査の考え方

パーソントリップ調査（実査）

総合交通体系調査（都市交通マスタープラン作成）

約１年

等３次総合計画 マスタープラン マスタープラン
福祉総合計画

必要施策の抽出

総合交通体系調査（都市交通マスタープラン作成）

特定区域 個別課題の調査検討

約１～２年
○実現すべき将来都市像を明確化

○当面、実現すべき目標の設定

《都市・地域総合交通戦略の策定》

協議会にお
いて具体的

市民の意向反映

特定区域、個別課題の調査検討

約１年
○目標達成に必要となる施策・事業の明確化

○わかりやいアウトカム指標の設定

○時間を区切った施策・事業の展開

いて具体的
な戦略を構
（約1～2年）

※適宜調査
を実施

都市・地域総合交通戦略の策定（協議会方式）

約１～２年

○評価・改善による柔軟な計画の見直し

必要事業の抽出

を実施

総合交通戦略に基づく事業の着手 都計道都心

環状道路事業
・・・

等

中心市街地

活性化事業

公共交通

導入再編施策

暮らしの道づく

り事業（歩行者）

必要事業の抽出



 需要追随型から目指すべき将来像を実現する目標設定型の総合交通戦略の策定へ

２．都市・地域総合交通戦略の特徴

 需要追随型から目指すべき将来像を実現する目標設定型の総合交通戦略の策定へ

都市・地域総合交通戦略

■総合交通戦略の特徴
○交通需要に対応した都市交通施策の展開（需要追随型）から、

目指すべき将来像を実現する都市交通施策の展開（目標設定型）へ目指すべき将来像を実現する都市交通施策の展開（目標設定型）へ

都市

＜目標設定＞
○将来像を踏まえ、達成すべき目標を

わかりやす 指標を用 設定
■実効性の向上

交通
戦略

わかりやすい指標を用い設定

＜目標達成のための施策パッケージ＞
○ハード施策とソフト施策が一体となった

効率的・重点的な施策展開

○PDCAサイクルの導入
目標の達成度を点検

○プロセスの透明性や客観性を確保
○協定等の締結を行い

（施策のパッケージ化）
○実施可能な複数のパッケージ

代替案を必要に応じて比較検討

施策パッケージの確実な実行を
担保

■都市交通戦略に関与する主体
○行政内だけでなく民間も含む多様な主体の連携による「総力戦」での取り組み○行政内だけでなく民間も含む多様な主体の連携による「総力戦」での取り組み○行政内だけでなく民間も含む多様な主体の連携による「総力戦」での取り組み○行政内だけでなく民間も含む多様な主体の連携による「総力戦」での取り組み
○施策の推進が円滑に進められるよう、国による総合的・一体的な支援○施策の推進が円滑に進められるよう、国による総合的・一体的な支援



 望ましい将来像をとして目指すべき方向性を都市・地域における実状を踏まえ設定

３．目指すべき将来像の考え方

 都市・地域の解決すべき課題を踏まえつつ、各施策を連携させパッケージアプローチによる取組を基本

 まちづくりと連動した総合的な交通施策が先導することにより、まちの質的向上を推進

都市 地域として目指す き将来像と交通施策 イメ ジ都市・地域として目指すべき将来像と交通施策のイメージ
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 目標年次は 効果の早期発現 の期待 実施に要する期間 関連する計画の目標年次 国に

４．計画年次の考え方

 目標年次は、効果の早期発現への期待、実施に要する期間、関連する計画の目標年次、国に
よる支援制度の計画期間等を考慮して、概ね5年から10年後とすることが望ましい

 比較的短期間に効果を発揮することが必要

 プログラムに基づき、施策を着実に展開するには、５年から１０年程度以下とすることが望ましい

 まちづくり交付金や地方道路整備臨時交付金等の助成制度の計画期間は、3年間から5年間程度

 交通施設整備や施策の実現には、数年間を要する場合が多いため、5年から10年程度は必要交通施設整備や施策の実現には、数年間を要する場合が多いため、5年から10年程度は必要

 総合的な交通戦略に関連する計画の目標年次は２０年程度

総合的交通戦略のスケジュ ルのイメ ジ総合的交通戦略のスケジュールのイメージ
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 対象区域は、都市圏レベル、都市レベル、中心市街地等の特定の課題のある地区など、対象とする交

５．対象区域の設定の考え方

通問題に対応して設定することが望ましい。

 総合的な交通戦略の実現性を高めるためには、関係機関の協力のもと、責任を持って戦略を推進できる区域とす
ることが重要

 戦略が単に計画に終わることなく、実効性ある施策パッケージとして展開されるためには、地方自治体の首長が
リーダーシップを発揮できる区域であることが重要

 複数の市町村にまたがる都市圏レベルの場合には、政策の推進に関する意志決定や責任が明確な組織体制が必
要要

＜札幌都心選定の理由＞
札幌都心部は、北海道の顔といえる地区であり、 市民のみならず観光客など来街者

のためにも快適な歩行環境と円滑な自動車交通を共に実現し，魅力的で活力ある都心
再生のための交通施策の展開が求められると「市」が判断したため再生のための交通施策の展開が求められると「市」が判断したため。

さっぽろ都心交通計画の対象区域 熊本都市圏都市交通アクションプログラムの
対 象 区 域



６．総合交通戦略の対象とするテーマ（例）

 目指すべき将来像を具体化するため、取り組むべきテーマに応じて戦略を策定

テーマ（例１）：中心市街地活性化に係る施策・事業展開
 テーマ（例２）：都市圏全体の施策・事業展開

（多核連携型 共交通軸強化）

 戦略として具備すべき内容として、「何のための施策・事業なのか」、「達成されるサービス水準が市民感
覚と整合しているのか」、「事業の機動性、柔軟性は十分か」などを考慮し検討・調整することが肝要

テ マ（例１）：中心市街地活性化に係る施策 事業展開
（多核連携型＋公共交通軸強化）

□ 中心市街地へのアクセス性を高める

－駅から商店街へ行きやすい、バリアフリー化された駅前広場の整備
－自転車道の整備、駅前広場への駐輪場の整備
－中心市街地の歩行者空間のフリンジへの駐車場の設置

□ 公共交通軸の強化
－ゾーンバスシステムの整備
－バス専用レーンの設置

バス優先信号（PTPS）の設置
－商店街裏の路地への共同荷さばき場の整備
－混雑する交差点の改良、バス優先信号の設置

□ 中心市街地の回遊性を高める
－商店街を行き来しやすい歩行者空間の整備

駅 商店街 役所 公共公益施設を結ぶ環状バスの導入
□ 核（地域拠点）へのアクセス性

を高める

－バス優先信号（PTPS）の設置
－公共交通運行本数の増便
－公共交通運行時間の延長

－駅、商店街、役所、公共公益施設を結ぶ環状バスの導入

□ その他の施策
－賑わいを高める商業施設の整備
－公共交通利用を促進する「お買物バス券」の発行 など

を高める
－ゾーンバスシステム導入に

より再編されたバス路線を地域
拠点へのフィーダーとする。

－支線バスの導入
－トランジットセンターの整備
－駐車場、駐輪場の設置
－駅アクセス道路の整備

（自動車、自転車の空間を確保）

□ その他の施策

－基幹公共交通の延伸とセットで
の公共交通軸沿いの市街地開発
事業を実施



 将来像を踏まえ 当面の戦略実施期間中（概ね５年）に達成すべき目標を設定

７．当面達成すべき目標の設定と評価指標との関わり

 将来像を踏まえ、当面の戦略実施期間中（概ね５年）に達成すべき目標を設定

 達成度を評価する指標として、わかりやすいアウトプット及びアウトカム指標を用い施策・事業を総合評価

将来像 達成度を評価する指標イメージ将来像
イメージ

目標
達成度を評価する指標イメージ

アウトプット アウトカム

①中心市街地 市民の誰もが安心 快
・中心市街地における歩行環境の整備 ・30分以内に中心市街地に到達できる

①中心市街地
の活性化

市民の誰もが安心、快
適に過ごせる活気に満
ちた中心市街地の形成

中心市街地における歩行環境の整備
状況

・公共交通からのアクセス性の充実
・時間貸し駐車スペースの確保
・荷捌きスペースの確保 等

30分以内に中心市街地に到達できる
居住人口の割合

・中心市街地における都市機能の充足
率(生活必要機能)
→診療所、スーパー、市役所窓口

機能機能
図書館、書店・・・・・・等

②公共交通の 市民が便利で身近に利
・円滑な乗換が可能な交通結節点の整
備状況（バリフリ化率 駐輪場等）

・利便性の高い公共交通を利用可能な
市街地の居住人口割合②公共交通の

利便性向上
・利用促進

市民が便利で身近 利
用できる交通手段とし
て公共交通を整備

備状況（バリフリ化率、駐輪場等）
・交通結節点までのアクセス環境
→主要導線の歩道設置率
自転車走行環境 等

市街地の居住人口割合
→平均15分単位で公共交通の利用が
可能な人口

・公共交通利用不便地域の人口割合

③安全で安心
な、歩いて
暮らせるま

自家用車に過度に頼る
ことなく、高齢者が安
全で安心して暮らせる

・人口集積地域と中心市街地を結ぶ公
共交通の整備状況

・十分なサービスの提供が可能となる
公共交通支援の実施状況

・公共交通の徒歩圏内における高齢者
の割合

・公共交通徒歩圏内における安心歩行
エリアの割合暮らせるま

ちづくり
全で安心して暮らせる
生活環境を実現

公共交通支援の実施状況
(バス専用レーン・優先信号設置等）

・公共交通運行情報の的確な発信 等

エリアの割合
・自家用車を利用することなく、中心
市街

地へのアクセスが可能な人口割合
※都市の将来像、目標、指標のイメージを例示したものであり、各都市の実状に応じた検討が必要



 アウトカム指標の設定にあたっては、交通利用者等の視点に立った「わかりやすさ」が重要であり、事業進
捗（アウトプ ト）と連動可能な指標評価が望ましい

８．アウトカム指標の設定（わかりやすい数値目標）

捗（アウトプット）と連動可能な指標評価が望ましい

（公共交通・交通結節点・集約型のまちづくりに係る連動指標の検討イメージ）
１．交通結節点の乗継円滑化
→公共交通（鉄道・バス等）の乗換円滑について指標化→公共交通（鉄道・バス等）の乗換円滑について指標化
（考え方の例）

①鉄道・バスのピーク時サービスレベルを設定 （例えば１本/１０分の乗継の状況）
②駅広、駅舎、歩道等のサービスレベルを設定（例えばバリアフリー化の状況）
③駅前広場への駐輪場等の併設状況 等

交通サービスレベルの設定については、
現況のサービス状況と望ましい姿のあ
り方を踏まえ設定することが必要

以上の①～③を満足する交通結節点を整備済みと定義
（対象）

・利用者（公共交通利用者）○人以上交通結節点

２ 駅周辺拠点における都市機能の充足率

り方を踏まえ設定することが必要

２．駅周辺拠点における都市機能の充足率
→交通の乗継円滑化が図られ、快適に整備された駅周辺市街地の状況を指標化
（考え方の例）

①上述の「１」を満足し
②駅圏（○ｋｍ）内に生活に必要な各種機能が立地 駅周辺の集約拠点の形成にあたっても

必要となる現況の都市機能サ ビス状→例えば、診療所、コンビニ、クリーニング、市役所出張所、図書館等があり
③例えば、圏域内の都市計画道路整備率が○％
④例えば、２車線以上の道路への歩道の設置率が○％、バリフリ化率が○％
以上の①～④を満足する駅周辺拠点を整備済みと定義

（対象）

必要となる現況の都市機能サービス状
況と望ましい姿のあり方を踏まえ設定
することが必要

（対象）
・上述の「１」を満足する拠点内に集積する人口比率

３．快適・利便な市街地へのコンパクト化率
→上述の「１」．「２」を満足する地域に住むＤＩＤ地区人口の割合を指標化
（考え方の例）

○ＤＩＤ地区の人口のうち、「１」、「２」を満足する駅圏への人口の集積化率
（対象）

○ＤＩＤ地区の人口



 従前のような縦割りになりがちな施策・事業を廃し、関係機関と動きと連動・連携を基本に戦略を推進

９．総力戦による総合交通戦略の推進

機

 総合交通戦略の策定および展開には、多様な分野・主体との連携が必要不可欠

総力戦による総合戦略の推進スキーム

多様な分野との連携・連動

総合的な交通戦略の展開に不可欠な多様な分野と連携・連動

・・・ｅｔｃ公共交通 まちづくり 福祉 地域経済 土地利用

総合的な交通戦略の展開に不可欠な多様な分野と連携・連動

・・・ｅｔｃ公共交通 まちづくり 福祉 地域経済 土地利用 ・・・ｅｔｃ公共交通 まちづくり 福祉 地域経済 土地利用

都市交通戦略の策定
（協議会）

•既存の関係計画等を踏まえ都市の将来像を設定

都市交通戦略策定の各段階における検討内容

•既存の関係計画等を踏まえ都市の将来像を設定

都市交通戦略策定の各段階における検討内容

多様な分野との連携・連動

将来の都市像の設定
検討結果と

•戦略期間中に達成すべき都市交通サービス水準の目標を設定

•計画年次は、１サイクルを概ね5年から10年後をメドとして設定

•将来の都市像に応じて都市交通戦略の対象区域を設定

•戦略期間中に達成すべき都市交通サービス水準の目標を設定

•計画年次は、１サイクルを概ね5年から10年後をメドとして設定

•将来の都市像に応じて都市交通戦略の対象区域を設定
目標年次及び

対象区域の設定

目標設定

一
般
市
民

検討結果と
プロセスの

公表

市民意見等
の聴取・戦略

への反映

•ハード施策とソフト施策を組み合わせパッケージ化。

•交通施策に加え、関係施策として土地利用計画、都市計画、市街地 整備施策、
福祉施策等との連携・連動が不可欠

複数 施策パ ケ ジ案を対象に比較分析を行い ベストパ ケ ジ化が重要

•数値目標として、アウトカム指標、アウトプット指標双方の設定が有効

•ハード施策とソフト施策を組み合わせパッケージ化。

•交通施策に加え、関係施策として土地利用計画、都市計画、市街地 整備施策、
福祉施策等との連携・連動が不可欠

複数 施策パ ケ ジ案を対象に比較分析を行い ベストパ ケ ジ化が重要

•数値目標として、アウトカム指標、アウトプット指標双方の設定が有効目標設定

目標達成のための
施策パッケージ設定

調整

関
係

•目標達成に必要な施策・事業、実施スケジュール、関係主体と協定締結等を戦

略プログラムに明記

•複数の施策パッケージ案を対象に比較分析を行い ベストパッケージ化が重要

•目標達成に必要な施策・事業、実施スケジュール、関係主体と協定締結等を戦

略プログラムに明記

•複数の施策パッケージ案を対象に比較分析を行い ベストパッケージ化が重要

戦略実施
プログラムの設定

調整
主
体

多様な主体との連携・連動

交通戦略の展開に不可欠な多様な主体との連携・連動

・・・・ｅｔｃ県・市 道路管理者 公共交通事業者 地元経済界 市民団体・ＮＰＯ

交通戦略の展開に不可欠な多様な主体との連携・連動

・・・・ｅｔｃ県・市 道路管理者 公共交通事業者 地元経済界 市民団体・ＮＰＯ・・・・ｅｔｃ県・市 道路管理者 公共交通事業者 地元経済界 市民団体・ＮＰＯ



 都市交通の課題に適切に対応するには、都市交通と密接に関連している「まちづくり」と一体となって必要

１０．パッケージアプローチによる戦略の推進イメージ

 都市交通の課題に適切に対応するには、都市交通と密接に関連している「まちづくり」と 体となって必要

な施策を総合的・一体的に実施することが必要

 そのため、交通に関するハード施策とソフト施策を組み合わせたもの（施策パッケージ）と関連する他分野

の施策が連携 連動することが重要の施策が連携・連動することが重要

施策・事業の連携・連動した施策パッケージのイメージ
連 携

施策パッケージ

ハ ド施策 ソフト施策

関 連 施 策

（整備する交通軸周辺の）

連 携

ハード施策 ソフト施策

○歩行者自転車環境の改善

○ LRTや多様なバスの
歩行空間整備

○歩行者、自転車、自動車、
公共交通の適正配分のため
のマネジメント
リアルタイム情報の提供

（整備する交通軸周辺の）
土地利用コントロール

市街地再開発事業 など

歩行空間整備

○交通結節点の改善

○駐車場、駐輪場の整備

リアルタイム情報の提供
公共交通運賃制度の改善
モビリティマネジメント
の実施 など

福祉関連施策
（主要施設周辺の

バリアフリー化 など）場 場

○交差点の改良

○環状道路の整備など

○バス路線再編による利便性
確保と効率的運営

○戦略実施に伴う社会実験
都心居住推進施策
（家賃補助 など）

バリアフリ 化 など）

など
・・



前 整備前
駅前広場等における一体的施策展開のイメージ

１１．パッケージアプローチによる交通結節点の整備イメージ

旧電停旧電停

【駅前広場再整備】

路 電車 バ 相 乗 れ

駅前広場再整備前
駅前広場等における 体的施策展開のイメ ジ

旧電停旧電停

ＪＲ駅舎ＪＲ駅舎

駅前広場駅前広場

バス停バス停

○ＪＲ、路面電車、バスの相互乗り入れ

（駅広拡幅、バス停集約、屋根設置）

○ＪＲ駅舎の改築

○歩行者空間のバリアフリー化

戦
略
策
定バス停バス停 ○駐車場・駐輪場の新設

○隣接交差点の改良 等

再整備

定

駅前広場再整備後

再整備

結節点環境改善結節点環境改善

（民地利用の歩道整備）（民地利用の歩道整備）ＪＲ駅舎改築ＪＲ駅舎改築

【戦略に基づく体制】
○国

→事業支援

○市町村

結節点改築結節点改築

（駅前広場再整備）（駅前広場再整備）

○市町村

→駅広再整備

→バス集約化

→路面電車導入空間整備

○鉄軌道者

路面電車走路面電車走
行空間改築行空間改築

（バリアフリー化）（バリアフリー化）

（駐輪場等整備）（駐輪場等整備）

結節点改築結節点改築

（交差点改良）（交差点改良）

○鉄軌道者

→駅舎改築等

○道路管理者（市町村等）

→隣接交差点改良 等



 戦略実施プログラムは、目標年次までの期間中における各施策・事業の展開について、各実施主体との

１２．総合交通戦略の進め方 － 戦略実施プログラムの設定 －

 戦略実施プログラムは、目標年次までの期間中における各施策 事業の展開について、各実施主体との

調整を踏まえ実施内容等を明確化

 具体的には、施策・事業の実施時期、連動すべき施策・事業との関係、適切な実施順序等の情報を関係

する主体を共有することが重要する主体を共有することが重要

中心市街地活性化等に係るハード事業実施プログラムのイメージ中心市街地活性化等に係るハード事業実施プログラムのイメージ

実施スケジュール

目　　的  役割を担う主体 （実施済事項） 1 2 3 4 5年目施　策　・　事　業

道路管理者（県・市）
市街地に集中する交通を分
散する環状道路の整備

事 業 の 促 進 暫
定

自 車

現　在

道路管理者（県・市）

鉄道事業者

散する環状道路の整備

渋滞ポイントを解消するため
の交差点改良等

交通結節点・ミニバスターミナ

定
共

Ａ交差
点（完）

Ｂ交差
点（完）

基本設計
実施設計 （事業着手）

（事業着手済） Ｃ交差
点（完）

自動車交
通の円滑
化

ＬＲＴ整備、トランジットセン
ター等の整備

バス事業者
道路管理者（県・市）

市
地域支援（住民・企業）
道路管理者（県）

交通結節点・ミニバスターミナ
ルの整備

基本設計
協定締結済 実施設計 （事業着手）

ＬＲＴ導入基本構想検
討　　　（ＰＩ実施）

基本設計 実施設計 （事業着手）

公共交通
の導入

中心市街
地へのア
クセス強

幹線バス、支線バス等の導
入・整備支援

市、住民、商工会議所
バス事業者
道路管理者（県・市）

路上駐車を排除するための
駐車場・荷捌きスペースの整
備

市
道路管理者（県・市）
商店街組合 等

社会実験 事業者間
協定締結

荷捌きス
ペース（完）

（事業着手）

社会実験路線再編
調　　　査

事業者間
協定締結

バス専用レーン等整備 コミュニティ
バス導入

クセス強
化

中心市街 備

賑わいある歩行者空間・自転
車走行レーンの整備

商店街組合　等

市
道路管理者（県・市）
商店街組合、ＮＰＯ等

協定締結 ペ ス（完）

事業者間
協定締結

暫
定
共

（事業着手）

中心市街
地の活性
化



 策定・実施の体制は 全ての都市交通関係主体が参画する協議会方式を基本とし 関係主体がそれぞれ

１３．総合交通戦略の実施体制

 策定 実施の体制は、全ての都市交通関係主体が参画する協議会方式を基本とし、関係主体がそれぞれ
の責任を明確にして着実に施策を展開していく仕組みを構築することが重要

 国は戦略の策定を支援、あわせて戦略に基づく取組を総合的に支援

①協議会等において関係者が一丸となった戦略を策定

戦略の立案

協 議 会

戦略の策定を
支援

①協議会等において関係者が一丸となった戦略を策定

戦略の立案

協 議 会

①協議会等において関係者が一丸となった戦略を策定

戦略の立案

協 議 会協 議 会

戦略の策定を
支援

②都市・地域が目指す姿を実現するため、総合的な交通のあり方、必要となる
施策 実施プ グ ムなどに 検討

都道

府県 市町村 警 察

協 議 会

関 係
者 等

道 路
管理者

交 通
事業者

地元
団体

支援
(都市・地域総合
交通戦略策定
調査)

国 ②都市・地域が目指す姿を実現するため、総合的な交通のあり方、必要となる
施策 実施プ グ ムなどに 検討

都道

府県 市町村 警 察

協 議 会

関 係
者 等

道 路
管理者

交 通
事業者

地元
団体

②都市・地域が目指す姿を実現するため、総合的な交通のあり方、必要となる
施策 実施プ グ ムなどに 検討

都道

府県 市町村 警 察

協 議 会

関 係
者 等

道 路
管理者

交 通
事業者

地元
団体

都道

府県 市町村 警 察

協 議 会

関 係
者 等

道 路
管理者

交 通
事業者

地元
団体

支援
(都市・地域総合
交通戦略策定
調査)

国
施策、実施プログラムなどについて検討

戦略の策定（施策例示）

○ハード施策
→歩行者・自転車環境改善、ＬＲＴや多様なバスの走行空間整備、交通結節

戦略に基づく
取組を総合的

か

ら

施策、実施プログラムなどについて検討

戦略の策定（施策例示）

○ハード施策
→歩行者・自転車環境改善、ＬＲＴや多様なバスの走行空間整備、交通結節

施策、実施プログラムなどについて検討

戦略の策定（施策例示）

○ハード施策
→歩行者・自転車環境改善、ＬＲＴや多様なバスの走行空間整備、交通結節

戦略に基づく
取組を総合的

か

ら
歩行者 自転車環境改善、ＬＲＴや多様なバスの走行空間整備、交通結節
点改善、駐車場整備、交差点改良等

○ソフト施策
→徒歩、自転車、自動車、公共交通の適正分担のためのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
→バス路線再編による利便性確保と効率的運営
→戦略の実施に伴う社会実験

取組を総合的
に支援

・総合交通戦略
推進事業 (新規)
都市交通シス

の

支

歩行者 自転車環境改善、ＬＲＴや多様なバスの走行空間整備、交通結節
点改善、駐車場整備、交差点改良等

○ソフト施策
→徒歩、自転車、自動車、公共交通の適正分担のためのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
→バス路線再編による利便性確保と効率的運営
→戦略の実施に伴う社会実験

歩行者 自転車環境改善、ＬＲＴや多様なバスの走行空間整備、交通結節
点改善、駐車場整備、交差点改良等

○ソフト施策
→徒歩、自転車、自動車、公共交通の適正分担のためのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
→バス路線再編による利便性確保と効率的運営
→戦略の実施に伴う社会実験

取組を総合的
に支援

・総合交通戦略
推進事業 (新規)
都市交通シス

の

支

戦略の実施・進捗管理

○関係者が、戦略の実行を担保し実践
○戦略に基づく施策を目標期間内に実施

・都市交通シス
テム整備事業

(新規）
【継続】
・交通結節点
改善事業

援
戦略の実施・進捗管理

○関係者が、戦略の実行を担保し実践
○戦略に基づく施策を目標期間内に実施

戦略の実施・進捗管理

○関係者が、戦略の実行を担保し実践
○戦略に基づく施策を目標期間内に実施

・都市交通シス
テム整備事業

(新規）
【継続】
・交通結節点
改善事業

援

都市・地域が目指す総合的な交通の姿を実現

改善事業
・公共交通機関
支援事業 等

都市・地域が目指す総合的な交通の姿を実現都市・地域が目指す総合的な交通の姿を実現都市・地域が目指す総合的な交通の姿を実現

改善事業
・公共交通機関
支援事業 等



 事業の進捗を監視するのではなく 事業による成果を適切に評価することを重視

１４．アウトカム指標と連動した評価・改善システムの導入

 事業の進捗を監視するのではなく、事業による成果を適切に評価することを重視

 アウトカム指標を活用し、市民生活向上への貢献度を評価できる評価・改善システムを導入

施策実行時における評価の考え方 ： 豊田市交通まちづくり行動計画（豊田市総合交通戦略）


